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１．労働者派遣法の概要

労働者派遣法は、派遣労働者を保護し労働者派遣事業を適正に運営することを目的として1985年に制定された
法律です。労働者派遣法によって、派遣労働者の保護を強化し不当な待遇の防止を図れるようにしたのです。
今回は「教育訓練」の義務化とその背景についてみていきます。

出典：厚生労働省労働者派遣制度の概要及び改正経緯について

教育訓練が強化された背景

派遣で働く方の中には、「自身の能力を高めたい」「正社員として働きたい」という意欲を持つ人が少なく
ありません。法改正以前、キャリア形成についての知識習得やキャリアパスなどは、派遣社員自身に委ねられ
ていました。しかし、法改正によって、派遣社員のキャリアアップを目指した、段階的で体系的な教育訓練の
実施が派遣会社に求められるようになりました。

また正社員との待遇格差の解消のため、同一企業内における正規社員と派遣社員の間の不合理な待遇差をな
くすために、派遣労働者の待遇改善が盛り込まれています。その中のひとつに、正規社員と同様に業務の遂行
に必要な能力を身に付けるために教育訓練の実施が義務付けられました。

労働者派遣法改正の経緯

派遣社員の教育訓練の義務化は2015年派遣会社の義務となり、派遣先企業は研修を行う際の協力を求められま
した。その後2020年の改正では、派遣先企業における教育訓練が一部義務化されました。

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000521385.pdf
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２．派遣社員の教育（派遣元企業）

派遣法第30条の3では、派遣元企業は派遣社員に対して適切な教育訓練を提供する義務があります。
具体的には、以下のような教育訓練が求められています。

・基礎的な職業訓練：基本的な職業能力を身につけるための訓練
・専門的な職業訓練：特定の業務に必要な専門知識や技能を習得するための訓練
・職業能力開発 ：キャリア形成を支援するための継続的な訓練

これらの教育訓練は、派遣元企業が計画的に実施する必要があり、その内容や実施状況についても記録を残す
ことが求められています（派遣元管理台帳の作成と3年間保存義務付け。罰則有り）

【スキルの向上とキャリアアップ】
教育訓練は本来、雇用主である派遣元企業が行うべきものです。
ただし派遣社員は派遣先企業で業務を行うことから、派遣先企業の協力の元、直接雇用の社員と同じく教育訓
練を実施する必要があります。教育訓練の要件は以下のとおりです。

・全ての派遣労働者が対象
・有給・無償で行われること
・キャリアアップに資する教育訓練であること
・雇用に必要な教育訓練（入職時の教育訓練）を含むこと
・無期雇用の派遣労働者に対しては、長期的なキャリア形成を念頭に置いた教育訓練を実施すること

労働者派遣法に基づく義務

出典：厚生労働省 キャリアアップに資する教育訓練計画の策定について

https://jsite.mhlw.go.jp/yamanashi-roudoukyoku/content/contents/000399896.pdf
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３．派遣社員の教育（派遣先企業）

派遣先企業は、業務に必要な技能訓練を受けさせる義務があります。
さらに、派遣会社が実施するキャリアアップの教育訓練に関しても、受講できるよう協力が必要です。
具体的には以下の内容になります。

・業務に係る教育訓練の費用はすべて、派遣先企業負担
・訓練は有給で実施されるため、その時間分賃金を減らすことは出来ません
・教育訓練の内容は、派遣社員に事前に周知し、同意を得る必要があります
・派遣先管理台帳の作成・保管は法令で義務付け、怠った場合30万円以下の罰金が科される場合があります

労働者派遣法に基づく義務

色々と義務化されているので、無ければ
求めることも出来ますし、大いに活用し
た方が良いですね。
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４．｢キャリア形成支援制度｣ とは？

キャリア形成支援制度とは派遣元企業が派遣労働者のキャリア形成を念頭に置いた段階的かつ体系的な教育
訓練の実施計画を定めていることです。

【教育訓練の要件】
① 実施する教育訓練が、その雇用する全ての派遣労働者を対象としている。
② 実施する教育訓練が、有給かつ無償で行われている。
③ 実施する教育訓練が、派遣労働者のキャリアアップに資する内容である。
④ 派遣労働者として雇用する際に実施する教育訓練（入職時の教育訓練）が含まれている。
⑤ 無期雇用派遣労働者への教育訓練は、長期的なキャリア形成を念頭に置いた内容である。

キャリア形成支援制度

【教育訓練の時期・頻度・時間数等】
①派遣労働者全員に対して入職時の教育訓練は必須。
少なくとも最初の３年間は毎年１回以上の教育訓練の機会の提供

が必要であり、キャリアの節目などの一定の期間ごとにキャリアパ
スに応じた研修等を用意すること。

②実施時間数については、フルタイムで１年以上の雇用見込みの派
遣労働者一人当たり、毎年概ね８時間以上の教育訓練の機会を提供
すること。

③派遣元事業主は上記の教育訓練計画の実施に当たって、教育訓練
を適切に受講できるように就業時間等に配慮しなければならない。

登録先の派遣会社
ではこのような
教育を受講され
ましたか？
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５．｢派遣会社A｣の教育制度（e-ラーニング）

例えば、「派遣会社A社」では、コンベンション会社のe-ラーニング制度を取り入れ派遣社員の皆さまの研修
制度として利用されております。そのコンテンツ数は約490とボリュームも満点です。
前述の「キャリア形成支援制度」のとおり登録者の皆さまは「有休かつ無償」で受講することが可能です。

対象に合わせた豊富なコース

出典：学研メディカルサポート 「学研ナーシングサポート」

https://gakken-meds.jp/gns/
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６．まとめ

労働者派遣法は、たびたび改正されています。
派遣社員の教育訓練の義務化は2015年派遣会社の義務となり、派遣先企業は研修を行う際の協力を求められ
るようになりました。
その後2020年の改正では、派遣先企業における教育訓練が一部義務化されました。
また、派遣社員には実施しない場合は、不合理な待遇格差とみられて罰則の対象となる場合があります。

派遣社員の教育は、労働者派遣法に基づく義務であり、企業の生産性向上や労働環境の改善に大きく寄与しま
す。派遣元企業は、労働者派遣法に即した教育訓練計画を策定し、基礎的な職業訓練、専門的な職業訓練、
継続的な職業能力開発を提供することが求められます。
また、教育訓練の効果を評価し、改善を図ることで、派遣労働者のキャリア形成を支援し、企業全体の競争力
を強化することができます。適切な教育を通じて、派遣労働者が自信を持って業務に取り組み、企業の一員と
して貢献することができる環境を整えることが重要です。これにより、派遣労働者の満足度や忠誠心が高まり、
企業にとっても長期的な成功に繋ります。

派遣会社に登録する際には、これらの教育がきちんと実施されているかなどをチェックしてみるのもよいです
ね。
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